
第４回「国立病院・労災病院等のあり方を考える検討会」資料 
（平成２３年７月５日、労働基準局労災補償部労災管理課） 

労働者健康福祉機構の業務の在り方 

資料２ 



労災病院が提供すべき政策的医療の現状と課題 
 
● 「労災疾病に係る調査研究」 
  

● 「被災労働者の早期職場復帰に向けた先導的医療の実践」 
 

● 「メンタルヘルス、過労死予防など産業保健の実践」 
 

● 「労災保険給付に係る業務上外の決定等における医学的判断 
   の基礎の提供」 
 

● 「研究成果の普及・研修(地域の医療機関に対する支援)」 



現状と課題 

「労災疾病に係る調査研究」 

調査研究
の対象 

   労災病院群のスケールメリットを活かし、蓄積された多数の労災疾病等に係る臨床データや疾病

と職業の関連性に係る情報を活用し、①依然として多くの労働災害が発生している疾病、②産業構
造、職場環境等の変化に伴い勤労者の新たな健康問題として社会問題化している疾病等について、
早期診断法、予防法、治療等の研究・開発、普及を行う 

○  労働現場における休業４日以上の死傷災害は、近年、わずかに減少傾向がみられるものの、平成22年は増加に転じている。 
   （死傷者21年10万5千人→22年10万7千人、死亡者 21年1,075人→22年1,195人）                                        
○  化学物質等による職業性疾病発生は、今だに後を絶たない。（休業4日以上7,491件（平成21年）） 
○  石綿による健康被害等の増加懸念 
○  定期健康診断結果の有所見率は年々上昇、５２．３％（平成21年） 
○  自らの仕事、職業生活において強い不安、悩み、ストレスがある労働者の割合６割（平成19年労働者健康状況調査） 
○  じん肺の新規有所見者は長期的には大幅減少だが、ここ数年減少せず今なお年間約200人発生 
○  振動障害及び騒音障害の労災認定件数は依然として年間300件以上 
○  過重労働による健康障害、精神障害の労災請求、認定件数増加 過労死等請求802件 前年度より35件増（平成22年度）、精神障害 
    請求1，181件（同45件増）2年連続で過去最高 

研 究 体 制 の 強 化 症例収集・分担研究の
ネットワーク適正化 

重点的な研究分野へ
の効果的取組 

課 題 等  ○具体的な研究課題について、優先度、重要度等が明確になっているか 
  （例えば、物理的因子による疾患分野の研究課題が「理・美容師の皮膚荒れ」に偏っている。） 

○研究分野間で症例収集・分担研究等に関するネットワークの活用程度に差はないか 
  （第１期のアスベスト分野研究は１７病院２５人で研究、一方、筋骨格系疾患分野は４病院５人、など規模不均衡） 

○診療業務と兼務する研究担当者は全体でも１００人程度、予算約８億円、研究の中心 
 になる医師の承継・育成が十分か 

労働者の健康を取り巻く状況 



  今後強化すべき取組例 

「労災疾病に係る調査研究」(続き) 

重点的な研究分野への効果的取組等 

アスベスト
関連疾患 

勤労者のメン
タルヘルス 

化学物質の曝露
による産業中毒 

治療と就労
の両立支援 

○   中核となる労災疾病研究センターの適正配置・体制の検討 
○   研究担当医等スタッフの確保、教育・育成の組織的継続的な取組の強化 
 

症例収集・分担研究のネットワーク適正化 

○   成果普及の重要性・緊急性を勘案した予算・人員の投入優先順位の再検討 
○   研究分野の集約の可能性検討 
○   昨今の労働災害動向、職場ニーズ、労働災害防止計画等に照らした重点化 

過労死 
職歴等データ
ベースの活用 

勤労者の罹患率の高い疾
病（がん、脳卒中、急性
心筋梗塞、糖尿病等） 

○   診療実績、患者数、専門医等スタッフ配置状況等を勘案した適正なネットワーク 
  を構築 
○   他の公的病院を含めた労災指定医療機関と症例収集・情報交換等の連携強化 

研究体制の強化 



「被災労働者の早期職場復帰に向けた先導的医療の実践」 

  

 

 

 

 

  

 

 

 

     

 ① 労災病院群においても、特定の病院を除き、リハビリテーション機能が低下していないか。 
② 効果が大きい取組であるチームによるリハの実践や訪問指導が低調に流れがちでないか。 
③ 就業と両立支援の取組を今後どう進めていくのか。    

課 題 等 

労災病院群のリハ
ビリ機能の向上 

産業医等外部資源
との連携 

就業と両立支援の
取組の強化 

現状と課題 

労災医療を取り巻く状況 

○ 労災医療において、傷病に罹患した方の職場復帰は最重要の課題（労災保険法第1条）。 

○ 健康保険の診療報酬において、近年、急性期の治療が重視され、リハビリテーション料 
 は厳しい改定。 

 ○ 医師、理学療法士、MSWなどを活用したチームによるリハや複数の治療を合併した症例 
  については、総合リハビリテーションの実践が有効であることを関係学会が提起しているが、 
  診療報酬には十分に反映されていない。 

 ○ 医療技術が進展する中で、持病をかかえながらも、一定の配慮があれば、働き続けられ 
  る方が増えているが、就業と治療の両立支援の取組は、健康保険の診療報酬に反映され 
  ていない。 



今後強化すべき取組例 

「被災労働者の早期職場復帰に向けた先導的医療の実践」（続き） 

労災病院のリハビリ機能の強化 

産業医等外部資源との連携の強化 

就業と治療の両立支援の取組の強化 

 ○ 医師・ＭＳＷなどチームによるリハビリテーション、総合リハビリテーション等の実践 

 ○ 労災病院群におけるリハビリテーション重点病院と他の病院との連携強化 

 ○ 職場復帰をターゲットとする通院によるリハビリテーションの提供 

○ 産業医との連携による職場環境の改善、職場管理者への就業上の配慮の実施 

○ 地域の労災指定医療機関が職場復帰のためのリハビリテーションを行えるよう、

必要なノウハウ等を提供・指導 

○ 就業と治療の両立支援の取組を政策医療として位置づけ、積極的に実施 

被災労働者の早期職場復帰のため、診療報酬の如何に関わらずリハ等を労災病院の
担う政策医療の重点として実施していくべきか 



現状と課題 

労災病院の予防医
療活動 
収益が低く、9ヵ所の勤労者
予防医療ｾﾝﾀｰには交付金 

○ 仕事や職業生活に関する強い不安、悩み、ストレスがある     労働者の６割  
  
○ 精神障害の労災認定件数     増加傾向(22年：308件(うち自殺 65件)） 
 
○ 脳・心臓疾患の労災認定件数    高水準で推移(年間300件前後(うち死亡100件超) 
 
○ ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ対策等の専門的産業医   不足傾向（産業医選任率(50人以上の事業所)75％） 

                                        
 
 
 

「メンタルヘルス、過労死予防など産業保健の実践」 

課 題 等 

地域、企業によりﾒﾝ
ﾀﾙﾍﾙｽｹｱ活動の取組
に格差 

ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽも含め、全
ての分野で活動で
きる産業医の確保
は困難 
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強い不安、悩み、ストレスがある労働者の推移

メンタルヘルス対策の拡充 産業医活動の拡充 

労働者を取り巻く状況 

 
H17労働安全衛生基本調査 



今後強化すべき取組例 

心理カウンセラー
MSW 等 

メンタルヘルス・過労
死予防に精通した医師 

保 健 師 

メンタルヘルス対策等の拡充 

 チームによる 
 産業保健活動 
  
地域に根付いた医療（産業保健）
機関として産業保健活動実施 

「メンタルヘルス、過労死予防など産業保健の実践」（続き） 

     ○  全ての労災病院について、産業保健の実施機関として位置づけ、 
       勤労者メンタルヘルスセンターを設置 
      

  産業医活動の拡充      

    ○ 地域に根付いた医療（産業保健）機関として、事業場に良質な産業医 
     サービス、メンタルヘルスサービスを提供 

事業場 

産 業 医 

 
 
事業主 
 
労働者 

  《ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ・過労死予防機能の強化》 

訪問 

産業保健サービス 

  労 災 病 院 

メンタルヘルス・過労死予防活動の底上げが必要か 

    ○ 産業医、メンタルヘルスに対応可能な医師、保健師等でチームを構成 
     

    ○  メンタルヘルスに知見を有する医師を確保、配置 
 



現状と課題 

「労災保険給付に係る業務上外の決定等における医学的判断の基礎の提供」 

労働基準監督署 

労災病院 

医学意見書の依頼 

意見書作成・回答 被災労働者 
労災請求 

業務上外の決定 

労災補償を取り巻く情勢 

○  迅速・適正な労災認定は、労災保険制度の使命（労災保険法第1条）。 

○  専門医の意見書は、迅速・適正な労災認定や行政訴訟の証拠資料として不可欠。 

労災認定の専門医
の不足 

課 題 等 労災病院が未設置の局
における円滑な意見書
の作成の枠組みづくり 

意見書作成期間の
長期化 

○  専門医の意見書の作成が迅速・適正に行われないと監督署の処理遅延が発生。 
     また、 的確な意見書を提出できないと医学経験則に反した判決が出るおそれ。 



今後強化すべき取組例 

「労災保険給付に係る業務上外の決定等における医学的判断の基礎の提供」（続き） 

的確な労災認定のための専門医の育成 

労災病院が未設置の局における円滑な意見書の作成の枠組みの構築 

意見書作成期間の短縮 

 ○ 需要のある分野（精神、脳・心、石綿関連疾患）の労災認定の専門医の育成 

 ○ 主治医では判断の難しい疾病（中皮腫等）について確定診断できる専門医を育成 

 ○ 訴訟において専門的な立場から処分の適否を指摘できる専門医の育成  

○ 意見書作成を労災病院の業務の一環として位置づけ  

○ 個々の医師任せではなく、労災病院として一定の期間内に作成することができてい 
       るか否かを把握・管理する仕組みの構築 

  

○ 労災病院が未設置の局からの意見書についても労災病院群全体として作成依頼を 
       受け、作成を行う枠組みの構築 

○   意見書を作成する医師へのサポート体制の構築 



現状と課題 

「研究成果の普及・研修（地域の医療機関に対する支援）」 

○    研究開発された労災疾病等に係るモデル医療法・モデル予防法等の成果の普及・活用を促進するため、機構本部、労災病院、 

    産業保健推進センター等の有機的連携により、労災指定医療機関、産業保険関係者等に対し研修等を通じて、積極的な情報の発 

    信及び医療現場、作業現場等への定着を図ることが求められている。 

情報発信力の推進 研究成果の全国均てん化 
労災病院ネット
ワークの活用 

課 題 等 

研究成果の積極的な普及・活用推進 

 ○ 症例検討会を通じた研究成果の普及 

 ○ 医療機関等を対象にしたモデル医療法、事業者や勤労者を対象としたモデル予防情報などのデータベース 

  を掲載したホームページ構築し多数のアクセス件数を得る 

 ○ 日本職業・災害医学会等国内外関連学会において１３分野の研究・開発テーマに関して分野ごとに多くの 

  学会発表を行う 

 ○ その他講演活動、冊子発行等 

○   労災指定医療機関等への情報発信力が十分と言えるのか。 

○   労災病院ﾈｯﾄﾜｰｸの活用による全国的な成果普及という展開が弱くないか。 

○   研究成果の全国均てん化が十分か。 

 
普及・研修の状況 

 



  今後強化すべき取組例 

「研究成果の普及・研修（地域の医療機関に対する支援）」（続き） 

情報発信力の強化 

研究成果の全国均てん化促進 

○   ネットワーク再構築などを通じ、政策医療の成果について全国への均てん化を 
   一層図る。 

○  地域の労災指定医療機関への研究成果に係る症例検討会、医師、技師等を 

    対象にした診断技術向上研修の実施等により、医療連携を通じた普及強化 

労災病院ネットワーク活用の強化 

○   情報発信の地域的拠点となる労災病院を、地域ブロックごとに配置 

○    労災病院ごとに、地域の企業の産業医とのネットワークの構築等により、産業 

    医等産業保健スタッフ、事業者に対する疾病予防・再発防止等に係る情報提供、 
    啓発指導の強化 

○    指導医等人材育成のための戦略的な教育研修体制の構築 

○   労働者健康福祉機構本部、労災病院の情報発信機能の強化 

○   労災病院ネットワークの活用による全国的な情報提供・普及の促進 



独立行政法人 労働者健康福祉機構 

厚
生
労
働
省 

①医師の 
派遣要請 

（参考）東京電力福島第一原子力発電所への緊急医師派遣 

  

厚生労働省からの要請に基づき、機構本部の調整により５月２９日から 
労災病院より医師を東電福島第一原発敷地内の免震重要棟に派遣 

福島第一原発 
（2011年3月16日撮影） 

東京電力報道提供写真より 

本 
 

部 

②医師の 
派遣調整 

◆第１次派遣（５月２９日～７月１日） 
  １６病院 医師１７名 
   診察延人数 １２０名（６月２７日現在） 

◆第２次派遣（７月２日～８月２日） 
  １６病院 医師１６名 
◆第３次派遣（予定） 

労 災 病 院 

③医師の 
派遣 

● 

● 

● 

● 

免震重要棟内において作業員の健康管理 
 
※勤務時間：１６時００分～翌日１０時００分 


